
                                                     令和    年    月     日 
  支出負担行為担当官 

デジタル庁会計担当参事官 殿 
                                                住          所 
                                                名     称 
                        代 表 者 氏 名 
 

再 委 託 承 認 申 請 書 
 
 令和●年●月●日付け、貴庁と契約を締結した下記契約件名に関して、契約書の再委託条項に基づ

き、下記のとおり申請します。 
記 

１．契約件名等 

契約締結日 令和●年●月●日 
契約件名  
契約金額(税込) ●円 

※単価契約等の契約書に契約金額（総額）が明記されていない場合は、予定金額（総額）を記載。 
２．再委託内容 

再委託先の氏名又は名称 ○○株式会社 

（再々委託先：△△株式会社） 

（再々々委託先：□□株式会社） 

再委託先の法人番号(13桁) 0000000000000 

（再々委託先：0000000000000） 

（再々々委託先：0000000000000） 

再委託先の企業規模 

（中小企業者等の定義：下記※参照） 

○○  ※以下より選択 

大企業者  中小企業者  小規模企業者  その他(社団法人等) 

（再々委託先：△△） 

（再々委託先：□□） 

再委託先の住所 東京都千代田区～ 

（再々委託先：東京都千代田区～） 

（再々々委託先：東京都千代田区～） 

再委託先が業務を行う期間 令和○年○月○日（又は再委託承認後）～令和○年○月○日 

（再々委託：令和△年△月△日（又は再委託承認後）～令和△

年△月△日） 

（再々々委託先：令和□年□月□日（又は再委託承認後）～令

和□年□月□日） 

再委託する金額 ○円 

（再々委託：△円） 

（再々々委託先：□円） 

再委託費率 
・契約金額に占める再委託費の割合 

・再々委託の場合、全体の契約金額に対する

費率として記載（再委託先に含まれる） 

○％ 

（再々委託：△％） 

（再々々委託先：□％） 

再委託する（又は再委託先を変更

する）合理的理由 

 



再委託する（又は再委託先を変更

する）業務の範囲 

 

個人情報・個人番号の取扱いに係

る業務に関し、再委託先におい

て、自らが果たすべき安全管理措

置と同等の措置が講じられるか否

か(再委託先の設備、技術水準、従

業者※に対する監督・教育の状況、

その他再委託先の経営環境等を確

認して判断すること) 

（従業者の定義：下記※参照） 

〇特定個人情報の取扱いに係る業務の再委託 

 

   該当あり       該当なし 

 

（上記「該当あり」の場合） 

〇個人情報・個人番号の取扱いに係る業務に関し、再委託先に

おいて、自らが果たすべき安全管理措置と同等の措置 

 

   講じられる      講じられない 

 

その他（再委託する履行体制、履

行能力、管理体制、セキュリティ

対策等） 

 

※ 必要に応じ、別葉を作成すること。（例えば、履行体制図や再委託先が複数者ある場合など） 

※ 再委託に係る申請書は、再委託業務を行う前に提出すること。 

※ 単にグループ企業との取引であることを選定理由とする再委託は認められません。 

※ 再委託費率に関して、「デジタル庁における入札制限等に関する規定（令和3年9月1日会計担当参

事官決定）」に留意すること。 

※ 中小企業者及び小規模企業者への再委託先については、中小企業庁の定義に基づき選択すること。 

https://www.chusho.meti.go.jp/soshiki/teigi.html 

※「従業者」とは、事業者の組織内にあって直接間接に事業者の指揮監督を受けて事業者の業務に従事

している者をいう。具体的には、従業員のほか、取締役、監査役、理事、監事、派遣社員等を含

む。 

 


